
　第七号様式 (第35条関係)

貸　　借　　対　　照　　表

令和  6 年 3 月 31 日
 (単位　円)

 資 産 の 部

 　　　　科　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減 

 固 定 資 産 [ ] [ ] [△ ]

 　有形固定資産 [ ] [ ] [△ ]

 　　土    地

 　　建物 △

 　　構築物 △

 　　教育研究用機器備品 △

 　　管理用機器備品 △

 　　図書

 　　車両 △

 　特定資産 [ ] [ ] [ ]

 　　退職給与引当特定資産

 　その他の固定資産 [ ] [ ] [△ ]

 　　借  地  権

 　　ソフトウェア △

 流 動 資 産 [ ] [ ] [ ]

 　　現金預金

 　　未収入金 △

 　　前払金 △

 資 産 の 部 合 計 △2,878,073,176 2,961,914,780 83,841,604

16,102,238 44,892,453 28,790,215

1,699,023 2,283,024 584,001

605,263,880 591,536,672 13,727,208

587,462,619 544,361,195 43,101,424

650,000 650,000 0

18,590,284 22,386,897 3,796,613

34,975,200 34,975,200 0

19,240,284 23,036,897 3,796,613

919,808 1,839,612 919,804

34,975,200 34,975,200 0

14,502,448 16,406,778 1,904,330

180,685,242 179,714,303 970,939

81,226,599 104,691,618 23,465,019

126,021,354 142,967,856 16,946,502

409,824,763 409,824,763 0

1,405,413,598 1,456,921,081 51,507,483

2,272,809,296 2,370,378,108 97,568,812

2,218,593,812 2,312,366,011 93,772,199



 負 債 の 部

 　　　　科　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減 

 固 定 負 債 [ ] [ ] [ ]

 　　退職給与引当金

 流 動 負 債 [ ] [ ] [△ ]

 　　未払金

 　　前受金 △

 　　預り金 △

 負 債 の 部 合 計 △

 純 資 産 の 部

 　　　　科　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減 

 基 本 金 [ ] [ ] [ ]

 　　第１号基本金

 　　第４号基本金

 繰越収支差額 [△ ] [△ ] [△ ]

 　　翌年度繰越収支差額 △ △ △

 純資産の部合計 △

 負債及び純資産の部合計 △2,878,073,176 2,961,914,780 83,841,604

1,176,975,951 1,112,602,954 64,372,997

2,589,836,008 2,650,984,742 61,148,734

60,000,000 60,000,000 0

1,176,975,951 1,112,602,954 64,372,997

3,766,811,959 3,763,587,696 3,224,263

3,706,811,959 3,703,587,696 3,224,263

4,019,483 6,858,041 2,838,558

288,237,168 310,930,038 22,692,870

9,750,369 9,568,358 182,011

102,890,000 124,528,400 21,638,400

171,577,316 169,975,239 1,602,077

116,659,852 140,954,799 24,294,947

171,577,316 169,975,239 1,602,077



 

 

 

    引当金の計上基準

      徴収不能引当金

        …未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

      退職給与引当金

 注1. 重要な会計方針

        …退職金の支給に備えるため、松本看護大学・松本短期大学は期末要支給額 109,375,900円の

 　　　　100％を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調

 　　　　整額を加減した金額を計上している。松本短大幼稚園は、期末要支給額34,469,000円が公益社

 　　　　団法人長野県私学教育協会よりの交付金と同額であるため、退職給与引当金は計上していない。

 　　　　また、役員の退職金の支給に備えるため、期末要支給額960,000円を引当計上している。

 注2. 重要な会計方針の変更等       　　　　　　　　　　　                           該当なし。

 注3．減価償却額の累計額の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,738,502,863円

 注4．徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円

 注5．担保に供されている資産の種類及び額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当なし。

 注6. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　            　0円

 注7．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

 注8．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　  学校法人間取引の内容は、次のとおりである。

学校法人名 住所 取引の内容

　  

―

勘定科目

―

期末残高取引金額

―

　

信学会 長野県長野市 保育園用地の無償貸与 ―

関連当事者


